知事から意見聴取があった議案一覧

○事件議決案
	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	１
	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金に関する債権放棄の件
	大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。

〔放棄する債権〕

・貸付額６７３万３千円のうち、回収不能となった４８２万７千３百円及び当該貸付金に係る遅延損害金

件　　数：７５件
	―


○条例案
	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	教育委員会関係箇所等

	１
	大阪府立学校条例一部改正の件
	１　府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府立学校の教職員の定数を改正する。

・高等学校　１０，００６人 → １０，０１１人

・特別支援学校 ４，００１人 → 　 ５,５４１人

２　大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画に基づき、規定の整備を行う。
３　大阪府立富田林中学校を設置し、中学校の教職員の定数及び入学検定料を新たに設定する。

・中学校の教職員の定数：８人

・中学校の入学検定料：２，２００円
	教育委員会所管条例

	２
	大阪府の施設における国旗の掲揚及び教職員による国歌の斉唱に関する条例一部改正の件
	学校教育法の改正に伴い、教職員の定義に義務教育学校に勤務する職員を追加する。
	教育委員会所管条例

	３
	大阪府立図書館条例一部改正の件
	行財政改革推進プラン（案）に基づき、図書館の図書、記録その他の資料に関する証明の手数料の額を改正する。

・図書館の図書、記録その他の資料に関する証

明を受けようとする場合の手数料：

２７０円　→　４００円
	教育委員会所管条例

	４
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	１　市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改正する。

・小 学 校２７，０９１人 → ２７，０９７人

・中 学 校１６，１９２人 → １６，０７９人

・高等学校　　　　２９人 →         ２８人

・特別支援学校１，６０２人 →     １９７人
２　府費負担教職員の定数について、小学校に義務教育学校の前期課程を、中学校に義務教育学校の後期課程をそれぞれ含むこととする。
	教育委員会所管条例

	５
	大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	１　文化財保護法施行令の改正に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５５条第１項の条例による事務処理の特例制度に基づき、島本町、豊能町及び太子町が処理することとしている文化財保護法に基づく史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の事務等について所要の改正を行う。
２　文化財保護法施行令の改正に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第５５条第１項の条例による事務処理の特例制度に基づき、能勢町ほか６町村が処理することとしている文化財保護法に基づく史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可等の通知に関する事務について規定の整備を行う。
	教育委員会所管条例

	６
	大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく事務の一部を大阪市、堺市、高槻市、池田市、松原市及び箕面市が処理することとする。
	府民文化部及び福祉部との共管条例

	７
	大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	建築基準法施行令の一部改正に伴う児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（幼保連携型認定こども園への準用のある部分）の一部改正に伴い、所要の改正を行う。
	府民文化部及び福祉部との共管条例

	８
	大阪府自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例制定の件
	府、自転車利用者、事業者、交通安全団体及び府民が協働して自転車に係る交通安全を確保し、かつ、自転車を適正に利用することを促進するために、府及び自転車利用者の責務、事業者、交通安全団体及び府民の役割、学校の長による交通安全教育、自転車の点検及び整備、反射器材の備付け及び乗車用ヘルメットの着用、自転車損害賠償保険等の加入の義務等について定める。
	・学校長による交通安全教育を実施する努力義務の規定
・府立以外の学校の設置者又は管理者に対する交通安全教育に係る助言その他必要な措置を講ずる努力義務の規定

	９
	大阪府安全なまちづくり条例一部改正の件
	学校教育法の改正に伴い、施設内において幼児、児童、生徒等の安全を確保するよう努めるものとされている学校等に義務教育学校を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加

	10
	職員の給与に関する条例一部改正の件
	１　地方公務員法の改正により、職員の職務を給料表の各等級に分類する際の具体的な基準となる等級別基準職務表を定める。
２　学校教育法の改正に伴い、小学校・中学校教育職給料表を適用する者に義務教育学校に勤務する職員を追加する。
３　大阪府立富田林中学校の設置に伴い、高等学校等教育職給料表を適用する者に高等学校における教育と一貫した教育を施す中学校に勤務する職員を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加
・府立中学校の設置に伴う規定の追加

	11
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例一部改正の件
	学校教育法の改正に伴い、教育職員に対する時間外勤務等の特例の対象となる教育職員に義務教育学校の職員を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加

	12
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	学校教育法の改正に伴い、教員特殊業務手当の支給対象者に義務教育学校に勤務する職員を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加

	13
	大阪府指定障害児通所支援事業者の指定並びに指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の改正により、基準該当児童発達支援事業所とみなされる事業所の種類に指定地域密着型通所介護事業所が追加されたこと等に伴い、条例に同趣旨の規定を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加

	14
	大阪府児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の改正により、一の保育所につき二人を下回らないものとされている保育士の配置基準に係る特例として、一の保育所につき必要な保育士が一人となるときは、当該保育士に加えて、知事が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を置かなければならないこととされたこと等に伴い、条例に同趣旨の規定を追加する。
	・義務教育学校の規定の追加

	15
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	平成２７年１０月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。
［主な改正内容］

・勤勉手当を0.1月分引上げ（4.1月⇒4.2月）

・平成２８年４月１日から単身赴任手当を引上げ
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	16
	大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例等一部改正の件
	大阪府特別職報酬等審議会の意見具申を踏まえ、非常勤の特別職の報酬の額を改正する。
［主な改正内容］

(1) 非常勤の行政委員会委員の報酬の額の改定

　・ 非常勤の行政委員会委員長等

（日額）38,000円 → 39,000円

　・ 非常勤の行政委員会委員等

（日額）32,000円 → 33,000円

(2) 附属機関委員の報酬の額の改定

　・ 附属機関委員報酬

（日額） 9,600円 →  9,800円　等
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの
・大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例
〔報酬日額の改正〕

教育委員（日額）

32,000円→33,000円


	17
	非常勤職員の災害補償に関する条例一部改正の件
	地方公務員災害補償法施行令の改正に伴い、非常勤職員の公務上の災害に対する傷病補償年金と障害厚生年金等が支給される場合等の調整率を改正する。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	18
	一般職の任期付研究員の採用等に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例一部改正の件
	地方公務員法の改正により、職員の研究業務及び業務を給料表の各等級に分類する際の具体的な基準となる研究業務及び業務を定める。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	19
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成２８年３月３１日から平成２９年３月３１日に延長する。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	20
	知事等の給料及び期末手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、知事、副知事等の給料及び期末手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成２８年３月３１日から平成２９年３月３１日に延長する。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの
・教育長の給料及び期末手当の減額の延長

	21
	職員の分限に関する条例及び大阪府職員基本条例一部改正の件
	地方公務員法の改正に伴い、一定の事由に該当した職員を降給することができることとし、併せて、降給の事由、手続等を定める。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの
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